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１ 評価の対象とした政策

。事業採択後５年ごとを経過した時点で未了である次の事業地区を対象として評価を実施した

事 業 名 期中の評価実施地区数

国営かんがい排水事業 １５

国営総合農地防災事業 ６

直轄地すべり対策事業 １

水資源機構事業 ２

緑資源機構事業 １

合 計 ２５

なお、具体の地区名は以下のとおりである。

（国営かんがい排水事業）

当別（北海道 、忠別（北海道 、雄武中央（北海道 、別海（北海道 、大崎（宮城県 、） ） ） ） ）
とうべつ ちゅうべつ おうむちゅうおう べつかい おおさき

大井川用水（静岡県 、九頭竜川下流（福井県 、新矢作川用水（愛知県 、） ） ）
おおいがわようすい くずりゅうがわかりゅう しんやはぎがわようすい

第二十津川紀の川（奈良県・和歌山県 、東伯（鳥取県 、道前道後平野（愛媛県 、） ） ）
だ い に と つ か わ き の か わ とうはく ど う ぜ ん ど う ご へ い や

筑後川下流（福岡県・佐賀県 、曽於東部（鹿児島県 、曽於南部（鹿児島県 、） ） ）
ちくごがわかりゅう そ お と う ぶ そ お な ん ぶ

伊是名（沖縄県）
い ぜ な

（国営総合農地防災事業）

下浦幌（北海道 、大里（埼玉県 、白根郷（新潟県 、加賀三湖周辺（石川県 、） ） ） ）
しもうらほろ おおさと し ろ ね ご う か が さ ん こ し ゅ う へ ん

常願寺川沿岸（富山県 、野洲川沿岸（滋賀県））
じょうがんじがわえんがん や す が わ え ん が ん

（直轄地すべり対策事業）

高知三波川帯（高知県）
こう ち さ ん ば が わ た い

（水資源機構事業）

豊川用水二期（愛知県・静岡県 、香川用水施設緊急改築（香川県・徳島県））
とよ が わ よ う す い に き かがわようすいしせつきんきゅうかいちく

（緑資源機構事業）

南丹（京都府）
なんたん

２ 評価を担当した部局及びこれを実施した時期

本評価は、農村振興局及び各地方農政局（北海道にあっては北海道開発局、沖縄県にあって

は沖縄総合事務局を含む。なお、機構営事業については農村振興局、以下同じ ）において平成。

１６年４月から８月までの期間に実施した。各事業地区毎の担当部局は、別表１のとおりであ

る。

３ 評価の観点

評価に当たっては、関係団体の意見を聴取するとともに、必要性の観点としては、農業情勢

その他社会経済情勢の変化や地域農業の振興方向等に照らして当該事業の内容が妥当かについ

て、有効性の観点としては、当初想定した政策効果が引き続き見込まれることを確認するため

費用対効果分析の基礎となる要因の変化や関連事業の進捗状況について、効率性の観点として

は、費用対効果分析の基礎となる要因の変化や事業コスト縮減の可能性などを点検し総合的に

評価した。



４ 政策効果の把握の手法及びその結果

政策効果については、①農業情勢その他の社会経済情勢の変化、②事業計画の重要な部分の

変更の必要性の有無、③費用対効果分析の基礎となった要因の変化、④関係団体の意見等の評

価項目を点検し、事業継続等の方針決定に反映した。これら評価項目に係る各事業地区毎の取

りまとめ結果については 「地区別評価結果」のとおりである。、

なお、平成１５年度より期中の評価における費用対効果分析の段階的な試行に取り組んでお

り、平成１６年度は対象全地区において試行を行った。

５ 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

各地方農政局毎に学識経験者で構成する第三者委員会を設け、各地区の現地調査を行った上

、 、 。 、で 専門的見地からの意見を聴取し 客観性及び透明性の確保を図った 委員の意見としては

各事業地区毎の評価は概ね妥当との意見であったが、加えて、環境との調和への配慮やコスト

縮減になお一層努めるとともに、事業の早期完了、効果の早期発現を図るべきとの意見が出さ

れた。また、別途意見として、期中の評価における費用対効果分析の試行結果を示しているも

のの、数値で表せない効果も多々あることから、これら効果の評価について更なる検討が必要

との意見が出された。

各事業地区毎の第三者委員会の意見は 「地区別評価結果」のとおりである。、

各委員会の委員構成は、別表２のとおりである。また、第三者委員会の議事概要及び議事録

は、各地方農政局のホームページにおいて公表している（ホームページアドレスは別表３のと

おり 。）

６ 評価を行う過程において使用した資料その他の情報に関する事項

評価を行う過程において使用した資料は 「地区別評価結果」である。また 「地区別評価結、 、

果」を含め第三者委員会で使用した資料については、各地方農政局のホームページにおいて掲

載している。

７ 評価の結果

対象となる２５地区について、評価を実施したところ、事業計画の変更を行う必要があると

された地区が５地区、引き続き現計画で事業を推進することとされた地区が２０地区となって

いる。評価結果を踏まえた今後の事業の改善方針は、引き続きコスト縮減に努め、環境との調

和に配慮しつつ事業効果の早期発現を図るものとする。

各事業地区毎の評価結果は、別表１のとおりである。



別表１

平成1６年度国営土地改良事業等期中の評価一覧表

事業名 地区名 関係 事業 担当部局 実施方針（要旨）
都道府県 主体

国営かんがい排水事業 当別 北海道 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
とうべつ

水利整備課 進する

国営かんがい排水事業 忠 別 北海道 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
ちゅうべつ

水利整備課 進する

国営かんがい排水事業 雄武中央 北海道 国 農村振興局 事業計画の変更手続きを早急に了
おうむちゅうおう

水利整備課 し、事業を着実に推進する

国営かんがい排水事業 別海 北海道 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
べつかい

水利整備課 進する

国営かんがい排水事業 大崎 宮城県 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
おおさき

水利整備課 進する

国営かんがい排水事業 大井川用水 静岡県 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
おおいがわようすい

水利整備課 進する

国営かんがい排水事業 九頭竜川下流 福井県 国 農村振興局 工法等の見直し作業を早急に進め、
くずりゅうがわかりゅう

水利整備課 事業を着実に推進する

国営かんがい排水事業 新矢作川用水 愛知県 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
しんやはぎがわようすい

水利整備課 進する

国営かんがい排水事業 第二十津川 奈良県 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
だ い に と つ か わ

和歌山県 水利整備課 進する
紀の川
き の か わ

国営かんがい排水事業 東伯 鳥取県 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
とうはく

水利整備課 進する

国営かんがい排水事業 道前道後平野 愛媛県 国 農村振興局 事業計画の変更を早急に行い、事業
どうぜんどうごへいや

水利整備課 を着実に推進する

国営かんがい排水事業 筑後川下流 福岡県 国 農村振興局 事業計画の変更手続きを早急に了
ちくごがわかりゅう

佐賀県 水利整備課 し、事業を着実に推進する

国営かんがい排水事業 曽於東部 鹿児島県 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
そ お と う ぶ

水利整備課 進する

国営かんがい排水事業 曽於南部 鹿児島県 国 農村振興局 事業計画の変更手続きを早急に了
そ お な ん ぶ

水利整備課 し、事業を着実に推進する

国営かんがい排水事業 伊是名 沖縄県 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
い ぜ な

水利整備課 進する

国営総合農地防災事業 下浦幌 北海道 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
しもうらほろ

防災課 進する

国営総合農地防災事業 大里 埼玉県 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
おおさと

防災課 進する

国営総合農地防災事業 白根郷 新潟県 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
しろねごう

防災課 進する

国営総合農地防災事業 加賀三湖周辺 石川県 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
かがさんこしゅうへん

防災課 進する

国営総合農地防災事業 常願寺川沿岸 富山県 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
じょうがんじかわえんがん

防災課 進する

国営総合農地防災事業 野洲川沿岸 滋賀県 国 農村振興局 事業計画に基づき、事業を着実に推
やすがわえんがん

防災課 進する

直轄地すべり対策事業 高知三波川帯 高知県 国 農村振興局 基本計画に基づき、事業を着実に推
こうちさんばがわたい

防災課 進する

水資源機構事業 豊川用水二期 愛知県 水資源 農村振興局 事業実施計画に基づき、事業を着実
とよがわようすいにき

静岡県 機構 総務課 に推進する

水資源機構事業 香川用水施設 香川県 水資源 農村振興局 事業実施計画に基づき、事業を着実
かがわようすいしせつ

徳島県 機構 総務課 に推進する
緊急改築
きんきゅうかいちく

緑資源機構事業 南丹 京都府 緑資源 農村振興局 事業実施計画の変更手続きを早急に
なんたん

機構 総務課 了し、事業を着実に推進する



別表２

国営土地改良事業等期中の評価第三者委員会名簿

（５０音順）

局名 氏 名 専門分野 所 属 備考

北海道 農 業 経 済 北海学園大学経済学部教授北倉 公彦
きたくら ただひ こ

開発局 経 済 北海道経済連合会事務局次長熊谷 尚史
くまがい ひ さ し

農 業 土 木 北海道大学大学院農学研究科教授 委員長長澤 徹明
ながさわ てつあ き

農 学 北海道大学北方生物圏ﾌｨｰﾙﾄﾞ科学ｾﾝﾀｰ中嶋 博
なかしま ひろし

教授

環 境 専修大学北海道短期大学山上 重吉
やまがみ じゅうきち

環境ｼｽﾃﾑ科教授

農 業 土 木 宮城県農業短期大学教授東北 加藤 徹
か と う とおる

農 業 経 済 岩手大学農学部教授 委員長木村 伸男
き む ら の ぶ お

地 方 行 政 秋田県仙北郡六郷町長坂本 茂弘
さかもと しげひろ

アドバイザー カウンセラー那須 チカ子 消費生活･環境 消費生活 ・環境
な す ち か こ

経 済 仙台空港鉄道(株)代表取締役社長八木 功
や ぎ いさお

農 業 土 木 三重大学名誉教授 委員長関東 浅井 喜代治
あ さ い き よ じ

川口建築都市設計事務所専務取締役川口 良子 地域づくり (株)

かわぐち り ょ う こ

農 業 経 済 学校法人 常葉学園理事長木宮 健二
き み や け ん じ

生 態 学 （財）自然環境研究ｾﾝﾀｰ上席研究員斉藤 秀 生
さいとう しゅうせい

(動物･昆虫)

マ スコミ ＮＰＯ法人 水のフォルム理事長藤原 悌子
ふじわら と も こ

農 業 土 木 東京農業大学地域環境科学部教授牧 恒夫
まき つ ね お

地 域 振 興 ふくい女性財団相談役北陸 安藤 スミ子
あんどう す み こ

経 済 富山大学監事小川 弘
お が わ ひろし

地 方 行 政 新潟県出雲崎町長小林 則幸
こばやし のりゆ き

農 業 経 営 石川県農業短期大学教授小林 雅裕
こばやし まさひろ

農 業 土 木 石川県農業短期大学学長 委員長丸山 利輔
ま る や ま と しす け

環 境 新潟大学教授三沢 眞一
み さ わ しんいち

マ ス コ ミ 中日新聞論説委員東海 飯尾 歩
い い お あゆみ

農 業 経 済 名古屋大学大学院教授竹谷 裕之
た け や ひろゆき

農業土木 三重大学名誉教授 委員長田中 雅史
た な か まさふみ

環境デザイン 愛知芸術大学名誉教授野崎 悠子
の ざ き ゆ う こ

康夫 農村計画 岐阜大学応用生物科学教授松本
まつもと や す お



局名 氏 名 専門分野 所 属 備考

京都大学大学院地球環境学堂助教授近畿 浅野 耕太 農 業 経 済
あ さ の こ う た

元兵庫県農林水産部長安部 優吉 地方行政
あべ ゆうきち

農 業 土 木 委員長内田 一徳 神戸大学農学部食料生産環境工学科教授
う ち だ かずのり

奈良県消費生活研究会小杉 弘子 地域・婦人
こすぎ ひろこ

近畿大学農学部水産学科教授細谷 和海 環 境
ほ そ や かずうみ

環 境 岡山大学環境理工学部教授中国 沖 陽子
おき よ う こ

マ ス コ ミ 山陽新聞社論説委員会主幹四国 高松屋 暢克
た か ま つ や のぶかつ

農 業 土 木 島根大学名誉教授 委員長福 櫻 盛一
ふくざくら しげかず

農 業 土 木 愛媛大学名誉教授福島 忠雄
ふくしま た だ お

経 済 中国経済連合会専務理事堀内 日出夫
ほりうち ひ で お

農 業 経 済 広島県立大学生物資源学部教授持田 紀治
も ち だ のりはる

農と自然の研究所理事九州 宇根 豊 環境(生 態 系)

う ね ゆたか

鹿児島大学農学部教授大西 緝 農業経済
おおにし あつむ

農業土木 佐賀大学農学部教授加藤 治
か と う おさむ

九州大学大学院農学研究院教授 委員長中野 芳輔 環境(農村環境)

な か の よ し す け

農 学 九州東海大学農学部教授村田 達郎
む ら た たつろ う

消 費 者 熊本消費者協会会長矢住 ハツノ
や ず み

環 境 (財)沖縄県環境科学センター事務理事沖縄 香村 眞徳
か む ら しんとく

農 業 土 木 琉球大学農学部教授 委員長宜保 清一
ぎ ぼ せいいち

消 費 者 沖縄石油ガス(株)代表取締役専務幸喜 徳子
こ う き の り こ

マ ス コ ミ （株）琉球新報社常務取締役高嶺 朝一
たかみね ともかず

経 済 琉球大学名誉教授吉田 茂
よ し だ しげる

農村振 農 業 土 木 三重大学名誉教授 委員長淺井 喜代治
あ さ い き よ じ

興局 農 業 経 済 三重大学生物資源学部教授石田 正昭
い し だ まさあき

なな子 消 費 者 愛知消費者協会会長(機構営 松 岡
まつおか

地 域 社 会 淑徳大学社会学部社会学科長事業) 松田 苑子
まつだ そ の こ

環 境 自然学総合研究所所長水野 瑞夫
み ず の み ず お



別表３
担当者一覧

（本省）

問い合わせ先
事 業 名

担当課 担当者名

全 体 水利整備課 熊谷、松尾 （ ）内線 4875,4876
国営かんがい排水事業（ ） 水利整備課 熊谷、松尾 （ ）農林水産省，離島，奄美 内線 4875,4876
国営かんがい排水事業（北海道・沖縄） 水利整備課 佐々木、松宮（ ）内線 4878,4879
国営総合農地防災事業 防 災 課 鈴木、金沢 （ ）内線 4984,4987
直 轄 地 す べ り 対 策 事 業 防 災 課 鈴木、大黒 （ ）内線 4984,4988
水 資 源 機 構 事 業 総 務 課 五十嵐、藤永（ ）内線 4557,4558
緑 資 源 機 構 事 業 総 務 課 加藤、岩崎 （ ）内線 4554,4555

ＴＥＬ ０３－３５０２－８１１１（代表）
http://www.maff.go.jp

（各地方農政局等）

問い合わせ先
農 政 局 名

担 当 窓 口 担当者名

北海道開発局 農業水産部 農業水利課 細井 （ ）内線 5573
011-709-2311 011-700-6753代表 、直通

http://www.hkd.mlit.go.jp

東北農政局 整備部 設計課 事業調整室 矢挽 （ )内線 4153
022-263-1111 022-222-6166代表 、直通

http://www.tohoku.maff.go.jp

関東農政局 整備部 設計課 事業調整室 高橋 （ )内線 3515
048-600-0600 048-740-0044代表 、直通

http://www.kanto.maff.go.jp

北陸農政局 整備部 設計課 事業調整室 高田 （ )内線 3513
076-263-2161 076-232-4722代表 、直通

http://www.hokuriku.maff.go.jp

東海農政局 整備部 設計課 事業調整室 中屋 （ )内線 2616
052-201-7271 052-223-4635代表 、直通

http://www.tokai.maff.go.jp

近畿農政局 整備部 設計課 事業調整室 土居 （ )内線 2520
075-451-9161 075-414-9516代表 、直通

http://www.kinki.maff.go.jp

中国四国農政局 整備部 設計課 事業調整室 渡邊 （ )内線 2611
086-224-4511 086-224-9419代表 、直通

http://www.chushi.maff.go.jp

九州農政局 整備部 設計課 事業調整室 伊藤 （ )内線 4620
096-353-3561 096-323-1335代表 、直通

http://www.kyushu.maff.go.jp

沖縄総合事務局 農林水産部 土地改良課 下川 （ )内線 369
098-866-0031 098-866-0095代表 、直通

http://www.ogb.go.jp


